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今月の税務
日　付 項　目 備考・コメント

６月１０日（火）まで

６月３０日（月）まで

①　源泉所得税および特別徴収住民税の納付（令和７年５月分）

②　法人の確定申告、納付、延納の届出（令和７年４月期分）
法人税・消費税・地方消費税・法人事業税（法人事業所税）・法人住
民税　

③　申告期限延長承認法人の法人税確定申告
１カ月延長法人（令和７年３月期）
２カ月延長法人（令和７年２月期）
④　消費税・地方消費税の確定申告（１カ月ごと）（４月期）
⑤　消費税・地方消費税の確定申告（３カ月ごと）（１月、４月、７月、１０
月期）

⑥　法人の中間申告（半期・１０月期）
法人税・消費税・地方消費税・法人事業税・法人住民税

⑦　消費税・地方消費税の中間申告納付
直前期年税額４，８００万円超のとき　１カ月ごと（４月期を除く）
直前期年税額４００万円超のとき　3カ月ごと（１月、７月、１０月期）

⑧　個人の国外財産調書、財産債務調書の提出（令和６年12月３１日
現在）

①　源泉所得税には復興特別所得税の額
を含む。

②～⑦　法人の事業年度（課税期間）の終
了日は各月末日とする。

④、⑤　消費税課税期間の短縮特例は適
用後２年間継続が要件である。

後
発
事
象
の
特
例
的
な
取
扱
い
の
引
継

ぎ
方
、検
討
─
Ａ
Ｓ
Ｂ
Ｊ

会
　
　
計

法
人
税
等
会
計
基
準
の
見
直
し
、検
討

開
始
─
Ａ
Ｓ
Ｂ
Ｊ
、税
効
果
会
計
専
門
委

会
　
　
計

去
る
５
月
７
日
、
企
業
会
計
基
準

委
員
会
は
、
第
５
４
６
回
企
業
会
計

基
準
委
員
会
を
開
催
し
た
。

主
な
審
議
事
項
は
以
下
の
と
お

り
。後

発
事
象
に
関
す
る
会
計
基
準

前
回
（
２
０
２
５
年
５
月
10
日
・

20
日
合
併
号
（
№
１
７
４
３
）
情
報

ダ
イ
ジ
ェ
ス
ト
参
照
）に
引
き
続
き
、

Ｊ
Ｉ
Ｃ
Ｐ
Ａ
監
査
基
準
報
告
書
560
実

務
指
針
１
号
「
後
発
事
象
に
関
す
る

監
査
上
の
取
扱
い
」（
以
下
、「
監
基

報
560
実
１
」
と
い
う
）
を
Ａ
Ｓ
Ｂ
Ｊ

に
移
管
す
る
に
あ
た
っ
て
の
検
討
が

行
わ
れ
た
。

監
基
報
560
実
１
に
お
い
て
は
、
次

の
修
正
後
発
事
象
を
開
示
後
発
事
象

に
準
じ
て
取
り
扱
う
こ
と
と
す
る
特

例
的
な
取
扱
い
が
設
け
ら
れ
て
い

る
。

⑴　
金
商
法
個
別
の
取
扱
い 

会
社
法
監
査
に
お
け
る
会
計
監
査

人
の
監
査
報
告
書
日
後
に
発
生
し
た

場
合
の
修
正
後
発
事
象

⑵　
金
商
法
連
結
の
取
扱
い

親
会
社
の
計
算
書
類
に
係
る
監
査

報
告
書
日
後
、
有
報
の
連
結
財
務
諸

表
に
お
け
る
監
査
報
告
書
日
ま
で
に

発
生
し
た
修
正
後
発
事
象

⑶　
会
社
法
連
結
の
取
扱
い

計
算
書
類
の
会
計
監
査
人
の
監
査

報
告
書
日
か
ら
連
結
計
算
書
類
の
会

計
監
査
人
の
監
査
報
告
書
日
ま
で
に

発
生
し
た
修
正
後
発
事
象

こ
れ
ら
の
取
扱
い
の
引
継
ぎ
方
に

つ
い
て
、
⑶
の
両
監
査
報
告
書
日
は

同
一
の
日
に
収
斂
し
て
い
る
と
い

う
、
事
務
局
に
よ
る
調
査
結
果
の
状

況
を
踏
ま
え
、
事
務
局
か
ら
、
次
の

２
案
が
示
さ
れ
、
案
２
を
採
用
す
る

提
案
が
さ
れ
た
。

（
案
１
）
⑴
と
⑵
の
取
扱
い
を
そ
の
ま

ま
引
き
継
ぐ
案

（
案
２
）
金
商
法
監
査
に
お
け
る
連
結

財
務
諸
表
上
の
特
例
的
な
取
扱
い

に
お
け
る
後
発
事
象
の
起
点
を
、

連
結
計
算
書
類
に
お
け
る
経
営
者

確
認
書
日
に
相
当
す
る
日
と
し
、

⑵
を
引
き
継
ぐ
案

委
員
か
ら
、
案
２
に
同
意
す
る
意

見
が
聞
か
れ
た
一
方
、「
今
後
議
論

す
べ
き
テ
ー
マ
で
あ
り
、
こ
こ
で
は

単
純
に
現
行
取
扱
い
を
引
き
継
ぐ
案

１
が
い
い
」と
の
意
見
も
聞
か
れ
た
。

こ
れ
を
受
け
て
、
事
務
局
か
ら
案
２

で
文
案
を
作
成
し
て
、
公
開
草
案
で

意
見
を
聞
く
と
の
説
明
が
さ
れ
た
。

去
る
５
月
12
日
、
企
業
会
計
基
準

委
員
会
は
、
第
93
回
税
効
果
会
計
専

門
委
員
会
を
開
催
し
、
法
人
税
等
会

計
基
準
の
見
直
し
に
つ
い
て
、
検
討

が
行
わ
れ
た
。

見
直
し
の
方
針

第
５
４
４
回
親
委
員
会（
２
０
２
５

年
４
月
20
日
号
（
№
１
７
４
１
）
情

報
ダ
イ
ジ
ェ
ス
ト
参
照
）
で
、
次
の

よ
う
な
見
直
し
の
方
針
が
示
さ
れ
、

異
論
は
聞
か
れ
な
か
っ
た
。

・
法
人
税
等
会
計
基
準
に
お
い
て
、

法
人
税
等
会
計
基
準
の
適
用
対
象

と
な
る
税
金
に
つ
い
て
の
原
則
的

な
定
め
を
置
く
。

・
現
行
の
法
人
税
等
会
計
基
準
等
に

定
め
ら
れ
て
い
る
個
別
の
税
金
ご
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不
当
解
雇

弁
護
士 

白
川　

敬
裕

経
理
に〝
効
く
効
く
〟

法
律
雑
学

会
社
が
従
業
員
を
解
雇
し
た
場

合
、
不
当
解
雇
か
否
か
の
紛
争
に
な

る
こ
と
が
あ
り
ま
す
。

解
雇
に
つ
い
て
、
法
律
は
ど
の
よ

う
に
規
定
し
て
い
る
の
で
し
ょ
う
か
。

ま
ず
、
契
約
の
基
本
法
で
あ
る
民

法
627
条
1
項
に
は
、
次
の
よ
う
に
書

か
れ
て
い
ま
す
。

（
期
間
の
定
め
の
な
い
雇
用
の
解
約

の
申
入
れ
）

当
事
者
が
雇
用
の
期
間
を
定
め

な
か
っ
た
と
き
は
、
各
当
事
者
は
、

い
つ
で
も
解
約
の
申
入
れ
を
す
る

こ
と
が
で
き
る
。
こ
の
場
合
に
お

い
て
、
雇
用
は
、
解
約
の
申
入
れ

の
日
か
ら
２
週
間
を
経
過
す
る
こ

と
に
よ
っ
て
終
了
す
る
。

こ
の
条
文
に
よ
り
、
従
業
員
は
、

い
つ
で
も
会
社
に
退
職
（
解
約
）
を

申
し
入
れ
る
こ
と
が
で
き
、
申
入
れ

の
日
か
ら
2
週
間
が
経
過
す
れ
ば
退

職
と
な
り
ま
す
。
こ
の
条
文
に
「
各

当
事
者
は
、」
と
書
か
れ
て
い
ま
す

の
で
、
会
社
も
、
い
つ
で
も
従
業
員

に
解
雇
（
解
約
）
を
申
し
入
れ
る
こ

と
が
で
き
る
よ
う
に
思
え
ま
す
。

し
か
し
、
労
働
契
約
法
16
条
は
、

次
の
よ
う
に
規
定
し
て
い
ま
す
。

（
解
雇
）

解
雇
は
、
客
観
的
に
合
理
的
な

理
由
を
欠
き
、
社
会
通
念
上
相
当

で
あ
る
と
認
め
ら
れ
な
い
場
合
は
、

そ
の
権
利
を
濫
用
し
た
も
の
と
し

て
、
無
効
と
す
る
。

特
別
法
は
、
基
本
法
で
あ
る
民
法

に
優
先
し
て
適
用
さ
れ
ま
す
。

で
す
か
ら
、
会
社
は
、
従
業
員
を

解
雇
し
て
も
、
権
利
の
濫
用
（
不
当

解
雇
）
に
該
当
す
れ
ば
、
解
雇
は
無

効
に
な
る
の
で
す
。

困
っ
た
こ
と
に
、
法
律
に
は
、
ど

の
よ
う
な
ケ
ー
ス
が
不
当
解
雇
に
な

る
の
か
、
具
体
的
に
は
書
か
れ
て
い

ま
せ
ん
。

そ
も
そ
も
、
労
働
契
約
法
16
条
に

書
か
れ
て
い
る
文
章
の
意
味
自
体
が

わ
か
り
に
く
い
と
思
い
ま
す
。

「
①
客
観
的
に
合
理
的
な
理
由
を
欠

き
」、「
②
社
会
通
念
上
相
当
で
あ
る

と
認
め
ら
れ
な
い
場
合
」
と
は
、
ど

の
よ
う
な
場
合
な
の
で
し
ょ
う
か
。

こ
の
規
定
を
日
常
の
言
葉
に
置
き

換
え
る
と
、
次
の
よ
う
な
感
じ
で

し
ょ
う
か
。

①　
客
観
的
に
合
理
的
な
理
由
を
欠

く
…
誰
が
み
て
も
「
な
る
ほ
ど
」

と
思
え
る
よ
う
な
理
由
が
な
い
。

②　
社
会
通
念
上
相
当
で
あ
る
と
認

め
ら
れ
な
い
場
合
…
常
識
的
に
考

え
て
、
解
雇
は
行
き
過
ぎ
。

た
と
え
ば
、
他
の
従
業
員
と
比
較

す
れ
ば
勤
務
成
績
が
低
い
と
し
て

も
、「
誰
が
み
て
も
成
績
不
良
」
と

い
う
わ
け
で
な
け
れ
ば
、
①
に
該
当

し
、
不
当
解
雇
に
な
る
可
能
性
が
高

い
と
い
え
ま
す
。

ま
た
、「
誰
が
み
て
も
成
績
不
良
」

の
状
況
で
も
、「
指
導
に
よ
る
改
善

が
期
待
で
き
る
」
と
す
れ
ば
、
②
に

該
当
し
、
現
時
点
で
の
解
雇
は
行
き

過
ぎ
と
判
定
さ
れ
る
で
し
ょ
う
。

も
っ
と
も
、
い
わ
ゆ
る
新
卒
で
入

社
し
た
従
業
員
と
、
即
戦
力
と
し
て

中
途
採
用
さ
れ
た
管
理
職
や
技
術
者

と
で
は
、
事
情
が
異
な
り
ま
す
。
後

者
の
場
合
、「
期
待
さ
れ
た
職
責
を
果

た
さ
ず
、
改
善
の
意
欲
も
な
い
」
と

い
っ
た
程
度
の
理
由
で
解
雇
が
有
効

と
さ
れ
た
例
が
あ
り
ま
す
。

会
社
内
で
犯
罪
行
為
（
横
領
や
窃

盗
）
に
及
ん
だ
従
業
員
の
解
雇
に
関

し
て
は
、
誰
が
み
て
も
「
な
る
ほ
ど
」

と
思
う
解
雇
理
由
が
あ
り
ま
す
し
、

常
識
に
考
え
て
解
雇
が
行
き
過
ぎ
と

も
い
え
ま
せ
ん
。

こ
の
よ
う
な
明
白
な
ケ
ー
ス
で
な

い
限
り
、
一
般
的
に
裁
判
の
予
測
は

難
し
い
と
こ
ろ
で
す
。

会
社
が
解
雇
を
検
討
す
る
際
は
、

過
去
の
裁
判
例
を
踏
ま
え
て
、
慎
重

に
検
討
を
重
ね
る
べ
き
と
い
え
ま
す
。

と
の
具
体
的
な
取
扱
い
は
、
補
足

文
書
に
お
い
て
取
扱
い
を
示
す
。

改
正
の
方
向
性

こ
の
方
針
を
踏
ま
え
、
改
正
の
方

向
性
と
し
て
、次
の
案
が
示
さ
れ
た
。

⑴　
原
則
的
な
定
め

「
課
税
対
象
利
益
を
基
礎
と
す
る

税
金
」と
定
義
す
る
。

⑵　
個
別
の
会
計
基
準
等
に
お
け
る

対
応⑴

の
原
則
的
な
定
め
を
、
法
人
税

等
会
計
基
準
に
お
い
て
定
義
し
、
適

用
対
象
と
な
る
税
金
を
補
足
文
書
に

列
挙
す
る
。
そ
の
定
義
か
ら
外
れ
る

住
民
税
（
均
等
割
）、
事
業
税
（
付
加

価
値
割
）
お
よ
び
事
業
税
（
資
本
割
）

に
つ
い
て
は
個
別
の
定
め
を
置
く
。

税
効
果
適
用
指
針
お
よ
び
グ
ル
ー

プ
通
算
制
度
に
関
す
る
実
務
対
応
報

告
42
号
に
つ
い
て
、
具
体
的
な
税
金

に
言
及
し
て
い
る
設
例
等
を
削
除
し
、

補
足
文
書
に
お
い
て
示
す
。

回
収
可
能
性
適
用
指
針
は
、
具
体

的
な
税
金
を
列
挙
し
な
い
表
現
に
見

直
す
。

＊

専
門
委
員
か
ら
、
方
向
性
に
つ
い

て
異
論
は
聞
か
れ
な
か
っ
た
。

専
門
委
員
長
か
ら
、
本
年
夏
の
終

わ
り
か
ら
秋
の
始
め
ご
ろ
に
か
け
て

公
開
草
案
を
公
表
し
、
本
年
中
に
最

終
化
し
た
い
旨
の
言
及
が
あ
っ
た
。

Ｇ
Ｈ
Ｇ
排
出
開
示
に
関
す
る
Ｉ
Ｆ
Ｒ
Ｓ 

Ｓ
２
号
の
修
正
案
、公
表
─
Ｉ
Ｓ
Ｓ
Ｂ

国
際
会
計

去
る
４
月
28
日
、
Ｉ
Ｓ
Ｓ
Ｂ
は
公

開
草
案
「
温
室
効
果
ガ
ス
排
出
の

開
示
に
対
す
る
修
正
―
Ｉ
Ｆ
Ｒ
Ｓ 

Ｓ
２
号
の
修
正
案
」（Exposure 

D
ra

ft: A
m

e
n

d
m

e
n

ts to 
G

reenhouse G
as Em

issions 
D

isclo
su

re
s

―P
ro

p
o

se
d 

am
endm

ents to IFRS S2

）（
以

下
、「
本
公
開
草
案
」
と
い
う
）
を

公
表
し
た
（
コ
メ
ン
ト
期
限
は
６
月

27
日
）。

本
公
開
草
案
は
、
Ｉ
Ｆ
Ｒ
Ｓ 

Ｓ

２
号
「
気
候
関
連
開
示
」（
以
下
、「
Ｓ

２
号
」
と
い
う
）
に
基
づ
く
温
室
効

果
ガ
ス
（
Ｇ
Ｈ
Ｇ
）
排
出
の
測
定
と

開
示
に
関
す
る
要
求
事
項
の
一
部
を

緩
和
し
、
複
雑
性
・
二
重
報
告
の
リ

ス
ク
・
コ
ス
ト
負
担
を
緩
和
し
、
Ｓ

２
号
の
適
用
を
支
援
す
る
こ
と
を
目

的
と
し
て
い
る
。
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本
公
開
草
案
の
主
な
内
容

⑴　
「
ス
コ
ー
プ
３
」「
カ
テ
ゴ
リ
ー

15
」の
Ｇ
Ｈ
Ｇ
排
出
の
測
定・開
示

か
ら
の
除
外
可
能
項
目
の
明
示

デ
リ
バ
テ
ィ
ブ
お
よ
び
一
定
の
金

融
活
動
・
保
険
に
関
連
す
る
Ｇ
Ｈ
Ｇ

排
出
を
除
外
し
て
測
定
・
開
示
す
る

こ
と
を
認
め
、
除
外
を
行
っ
た
場
合

に
実
施
す
る
開
示
を
規
定
す
る
。

⑵　
世
界
産
業
分
類
基
準（
Ｇ
Ｉ
Ｃ

Ｓ
）の
利
用
の
免
除

フ
ァ
イ
ナ
ン
ス
ド
・
エ
ミ
ッ
シ
ョ

ン
を
産
業
別
に
分
解
す
る
際
に
Ｇ
Ｉ

Ｃ
Ｓ
の
利
用
が
免
除
さ
れ
る
条
件
を

示
し
、
こ
れ
に
該
当
す
る
場
合
に
代

替
的
な
産
業
分
類
シ
ス
テ
ム
の
利
用

を
認
め
る
。
Ｇ
Ｉ
Ｃ
Ｓ
に
よ
ら
な
い

場
合
、
代
替
的
な
シ
ス
テ
ム
と
選
択

の
根
拠
の
開
示
を
求
め
る
。

⑶　
「
温
室
効
果
ガ
ス
プ
ロ
ト
コ

ル
の
企
業
算
定
及
び
報
告
基
準

（
２
０
０
４
年
）」（
Ｇ
Ｈ
Ｇ
プ
ロ
ト

コ
ル
）へ
の
準
拠
の
免
除

当
局
ま
た
は
上
場
市
場
が
Ｇ
Ｈ
Ｇ

プ
ロ
ト
コ
ル
と
異
な
る
方
法
を
要
求

す
る
場
合
、
要
求
さ
れ
る
方
法
に
基

づ
く
Ｇ
Ｈ
Ｇ
排
出
の
測
定
が
で
き
る

こ
と
を
明
確
化
す
る
。

⑷　
地
球
温
暖
化
係
数（
Ｇ
Ｗ
Ｐ
）

当
局
ま
た
は
上
場
市
場
が
気
候
変

動
に
関
す
る
政
府
間
パ
ネ
ル
（
Ｉ
Ｐ

Ｃ
Ｃ
）
の
最
新
評
価
と
異
な
る
Ｇ
Ｗ

Ｐ
の
使
用
を
要
求
す
る
場
合
、
要
求

さ
れ
る
Ｇ
Ｗ
Ｐ
の
使
用
を
認
め
る
。

適
用
関
係

本
公
開
草
案
は
発
効
日
を
示
し
て

い
な
い
が
、
早
期
適
用
を
容
認
し
て

い
る
。

債
務
交
換
の
会
計
処
理
Ｅ
Ｄ
、公
表

─
Ｆ
Ａ
Ｓ
Ｂ

国
際
会
計

去
る
４
月
30
日
、
Ｆ
Ａ
Ｓ
Ｂ
は
会

計
基
準
ア
ッ
プ
デ
ー
ト
（
Ａ
Ｓ
Ｕ
）

の
公
開
草
案
「
債
務
―
条
件
の
変

更
と
消
滅
（
サ
ブ
・
ト
ピ
ッ
ク
470
―

50
）お
よ
び
負
債
―
負
債
の
消
滅（
サ

ブ
・
ト
ピ
ッ
ク
405
―
20
）
―
債
務
交

換
の
会
計
処
理
」
を
公
表
し
た
。

現
行
で
は
、
企
業
が
、
既
存
の
債

券
に
つ
い
て
条
件
の
変
更
ま
た
は
債

券
の
交
換
を
す
る
場
合
、「
既
存
の

債
券
の
義
務
の
修
正
」
と
「
新
た
な

債
券
の
発
行
と
既
存
債
券
の
消
滅
」

の
い
ず
れ
か
と
し
て
会
計
処
理
さ
れ

る
。
こ
の
公
開
草
案
は
、
条
件
を
満

た
す
債
券
の
交
換
に
つ
い
て
、
債
務

者
が
「
新
た
な
債
券
の
発
行
と
既
存

の
債
券
の
消
滅
」
と
し
て
会
計
処
理

す
る
こ
と
を
明
確
に
し
て
い
る
。

公
開
草
案
の
内
容

債
務
者
が
新
た
な
債
券
を
発
行

し
、
債
務
者
に
よ
り
既
存
の
債
券
の

義
務
が
充
足
さ
れ
る
、
同
一
の
債
務

者
と
債
権
者
の
間
で
現
金
が
同
時
に

交
換
さ
れ
る
取
引
に
つ
い
て
は
、
新

し
い
債
券
に
複
数
の
債
権
者
が
関
与

し
、
次
の
双
方
の
条
件
を
満
た
す
場

合
、
そ
の
取
引
は
「
債
務
の
消
滅
」

と
し
て
会
計
処
理
さ
れ
る
。

⒜　

既
存
の
債
務
が
契
約
条
件
に

従
っ
て
返
済
さ
れ
た
、
ま
た
は
市

場
条
件
で
買
い
戻
さ
れ
た

⒝　

新
し
い
債
務
が
、
発
行
者
の
通

常
の
新
規
債
券
発
行
プ
ロ
セ
ス
に

従
っ
て
、
市
場
条
件
で
発
行
さ
れ
た

一
方
、
こ
れ
ら
の
条
件
を
満
た
さ

な
い
場
合
に
は
、
企
業
は
、
条
件
の

変
更
ま
た
は
債
券
の
交
換
に
よ
り
債

券
の
条
件
が
「
か
な
り
異
な
る
か
ど

う
か
」
を
サ
ブ
・
ト
ピ
ッ
ク
470
―
50

の
ガ
イ
ダ
ン
ス
に
基
づ
い
て
評
価

し
、
会
計
処
理
を
決
定
す
る
。
条
件

を
満
た
す
場
合
に
は
、
条
件
を
満
た

さ
な
い
場
合
に
要
求
さ
れ
る
キ
ャ
ッ

シ
ュ
・
フ
ロ
ー
の
変
化
に
関
す
る
定

量
的
な
分
析
を
行
う
必
要
は
な
い
。

適
用
関
係
等

公
開
草
案
は
、
適
用
日
以
後
に
発

生
す
る
取
引
に
将
来
に
向
か
っ
て
適

用
さ
れ
、早
期
適
用
は
認
め
ら
れ
る
。

コ
メ
ン
ト
期
限
は
、
５
月
30
日
で

あ
る
。

日
銀
政
策
の
正
常
化
と
迫
る
判
断
の
危
機

金
　
　
融

日
銀
は
５
月
８
日
、
３
月
18
、
19

日
開
催
分
の
金
融
政
策
決
定
会
合
の

議
事
要
旨
を
公
表
し
た
。
そ
こ
か
ら

み
え
て
く
る
の
は
、
政
策
正
常
化
へ
の

地
な
ら
し
と
、
据
置
き
に
込
め
ら
れ

た
ニ
ュ
ア
ン
ス
の
微
妙
な
綱
引
き
だ
。

無
担
保
コ
ー
ル
翌
日
物
の
誘
導

目
標
は
０
・
５
％
程
度
の
ま
ま
据
え

置
か
れ
た
が
、
委
員
か
ら
は
物
価

と
賃
金
の
基
調
変
化
を
明
確
に
認

識
す
る
発
言
が
相
次
い
だ
。
実
際
、

２
０
２
５
年
の
春
闘
結
果
は
平
均
で

５
・
３
２
％
と
、
前
年
同
時
期
の
５
・

２
８
％
を
上
回
り
、
２
年
連
続
で

５
％
台
の
伸
び
を
示
し
た
。
消
費
者

物
価
指
数
（
生
鮮
食
品
を
除
く
）
も

３
月
時
点
で
前
年
比
３
・
２
％
上
昇

と
、
日
銀
の
想
定
よ
り
も
高
い
。

企
業
に
よ
る
価
格
転
嫁
は
中
小
に

も
広
が
り
、
２
０
２
５
年
の
食
品
価

格
値
上
品
目
数
は
５
カ
月
連
続
で
前

年
超
と
の
民
間
調
査
結
果
も
あ
る
。

こ
れ
ほ
ど
賃
金
と
物
価
の
循
環
が
現

実
化
し
つ
つ
あ
る
な
か
で
、０
・
５
％

の
金
利
は
も
は
や
有
効
な
低
金
利
政

策
ど
こ
ろ
か
、
過
度
な
金
融
緩
和
と

し
て
リ
ス
ク
の
ほ
う
が
大
き
い
と
い

え
る
。
さ
ら
に
問
題
は
、
利
上
げ
の

機
会
を
逃
し
つ
つ
あ
る
こ
と
だ
。
米

国
で
は
年
内
２
回
な
い
し
は
３
回
の

利
下
げ
ま
で
視
野
に
入
れ
る
向
き
も

あ
る
。
日
米
金
利
差
の
縮
小
は
タ
イ

ム
ラ
グ
を
伴
っ
て
国
際
的
な
資
金
フ

ロ
ー
に
反
映
さ
れ
る
。
こ
れ
は
日
銀

の
単
独
利
上
げ
に
は
逆
風
に
な
る
。

一
方
で
中
小
企
業
の
資
金
繰
り
に
は

変
化
の
兆
し
が
み
え
始
め
て
お
り
、

３
月
度
の
倒
産
件
数
は
前
月
比
プ
ラ

ス
11
・
８
％
と
、
再
び
増
勢
に
転
じ

て
い
る
。
長
引
く
低
金
利
政
策
の
限

界
が
示
さ
れ
て
い
る
。

こ
の
よ
う
な
な
か
、
日
銀
に
求
め

ら
れ
る
の
は
緩
和
継
続
か
否
か
で
は

な
く
、
緩
和
バ
イ
ア
ス
か
ら
脱
す
る

た
め
の
条
件
整
理
と
、
そ
の
見
通
し

を
ど
う
丁
寧
に
語
る
か
で
あ
ろ
う
。

今
の
政
策
は
景
気
刺
激
の
ツ
ー
ル
で

は
な
く
、
過
去
の
資
産
価
格
を
支
え

る
保
険
装
置
と
化
し
て
い
る
と
い
え

る
。
市
場
が
先
に
出
口
を
織
り
込
む

前
に
、
中
央
銀
行
自
ら
が
そ
の
構
図

を
言
語
化
で
き
な
け
れ
ば
、
政
策
の

信
認
は
一
気
に
傾
く
可
能
性
が
あ
る
。

次
の
金
融
政
策
決
定
会
合
は
、
金
利

の
有
無
よ
り
も
、
説
明
の
質
が
問
わ

れ
る
局
面
と
な
り
そ
う
だ
。
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この20日間に公表・公布された経理関係重要法規等
日　付 法　規　等 出　所 備　考

2025年
４月23日

企業会計基準公開草
案83号
「期中財務諸表に関す
る会計基準（案）」等

ASBJ

中間決算と四半期決算で同じ会計基準等に基づき決算ができるように、企業会計基準33
号「中間財務諸表に関する会計基準」等と企業会計基準12号「四半期財務諸表に関する会
計基準」等を統合するもの。コメント期限は6月30日。
https://www.asb-j.jp/jp/project/exposure_draft/y2025/2025-0423.html

2025年
４月23日

企業会計基準34号
「リースに関する会計
基準」等の修正

ASBJ

2025年2月5日公布の改正会社計算規則において、「借手」の定義に企業以外の者が含ま
れることの明確化が図られていることを契機として、リース会計基準においても「借手」
および「貸手」の定義を見直したもの。本修正は、会計処理および開示に関する定めを実質
的に変更するものではない。
https://www.asb-j.jp/jp/news_release/407019.html

2025年
４月24日

少額投資の在り方に関
する勉強会報告書 東証

個人投資家が投資しやすい環境を整備する観点から、投資単位（最低投資金額）の引下げ
の取組みについて、上場会社各社の検討の一助となるよう、投資単位の引下げの意義や個
人投資家が求める水準、投資単位の引下げに伴う上場会社の手続・負担等の課題に関す
る検討を行い、取りまとめたもの。
https://www.jpx.co.jp/corporate/research-study/small-investments/
mklp77000000i04h-att/file.pdf

2025年
４月28日

企業成長の道筋～投資
家との対話の質を高め
る知財・無形資産の開
示～

特許庁

ステークホルダーとの建設的な対話に資する知財・無形資産の開示に向けて、取り組む
にあたってのマインドセットや、その方法を具体的に取りまとめたガイドブック。企業成
長の道筋を示すために実践すべき活動や検討の進め方について、豊富な事例とともに紹
介している。
https://www.jpo.go.jp/support/example/ip_disclosure_for_stakeholder.html

2025年
４月30日

「『稼ぐ力』を強化する
取締役会5原則」、「『稼
ぐ力』の強化に向けた
コーポレートガバナン
スガイダンス」

経産省

日本の上場企業の「稼ぐ力」を強化するため、「『稼ぐ力』の強化に向けたコーポレートガバ
ナンス研究会」において進められてきた検討を踏まえ、策定したもの。特にTOPIX500を
構成する企業の取締役会や経営陣が、これらを活用しながら、「稼ぐ力」の強化に向けた
コーポレート・ガバナンスのさらなる取組みを行うとともに、他企業の取組みを牽引す
ることが期待されている。
https://www.meti.go.jp/press/2025/04/20250430002/20250430002.html

2025年
４月30日

IR体制の整備義務化に
係る対応・留意点 東証

IR体制の整備義務化（2025年7月予定）に先立ち、上場企業に対応してほしい事項や留意
点を取りまとめたもの。自社の企業規模や株主構成等を踏まえ検討することが重要で、必
ずしも、形式的にIR担当役員や専門部署・専任担当者の設置を義務づける趣旨ではない
旨、CG報告書の「IRに関する部署（担当者）の設置」の補足説明欄に、自社のIR体制につい
て記載を求める旨が示されている。
https://www.jpx.co.jp/news/1020/20250430-01.html

「
相
互
関
税
」発
動
後
の
世
界
の
株
価

証
　
　
券

ト
ラ
ン
プ
関
税
政
策
の
ピ
ー
ク

は
、
４
月
上
旬
に
発
表
・
発
動
さ
れ

た
相
互
関
税
で
あ
っ
た
。
米
国
は
こ

れ
ま
で
の
不
公
平
を
正
す
と
し
て
、

自
国
の
計
算
と
判
断
に
よ
っ
て
関
税

の
水
準
と
内
容
を
決
め
た
。

こ
の
前
代
未
聞
の
対
外
経
済
政
策

に
よ
っ
て
、
世
界
各
国
は
大
き
な

シ
ョ
ッ
ク
を
受
け
た
。
貿
易
、
経
済

は
ど
う
な
る
の
だ
、
と
い
う
計
り
知

れ
な
い
不
安
の
高
ま
り
か
ら
で
あ

る
。当

然
な
が
ら
、
対
米
貿
易
の
依
存

度
の
高
い
国
ほ
ど
反
発
や
批
判
は
強

い
が
、
各
国
は
個
別
に
米
国
に
関
税

問
題
の
交
渉
を
し
た
い
、
と
申
し
込

む
程
度
の
こ
と
し
か
で
き
な
い
。

し
か
し
、
さ
す
が
の
米
大
統
領
も

各
国
の
反
発
を
考
慮
し
た
の
か
、
４

月
９
日
の
相
互
関
税
の
発
動
当
日
に

上
乗
せ
関
税
分
の
発
効
を
90
日
間
停

止
す
る
と
発
表
し
た
。
つ
ま
り
、
相

互
関
税
は
す
べ
て
の
国
・
地
域
に
対

し
共
通
し
て
設
け
ら
れ
た
一
律
10
％

の
基
本
関
税
分
を
課
す
こ
と
で
ス

タ
ー
ト
し
た
。
続
い
て
、
米
国
は
相

互
関
税
の
相
手
国
と
関
税
中
心
に
貿

易
問
題
を
話
し
合
い
、
新
た
な
合
意

形
成
を
目
指
す
こ
と
を
表
明
し
た
。

米
国
に
よ
る
相
互
関
税
が
発
動

さ
れ
て
１
カ
月
、
世
界
は
こ
の
激
動

を
ど
う
受
け
止
め
て
き
た
の
だ
ろ
う

か
。
注
目
さ
れ
る
の
は
株
価
の
動
向

で
あ
ろ
う
。
出
発
点
を
相
互
関
税
の

発
動
日
と
す
る
と
、
世
界
主
要
国
の

株
価
は
ほ
ぼ
共
通
し
て
緩
や
か
な
上

昇
傾
向
を
た
ど
っ
て
き
た
と
い
え
る
。

関
税
引
上
げ
に
よ
る
経
済
や
生
活
、

企
業
収
益
な
ど
へ
の
ダ
メ
ー
ジ
が
懸

念
さ
れ
る
こ
と
か
ら
す
る
と
、
や
や

意
外
な
結
果
で
は
な
か
ろ
う
か
。

も
っ
と
も
、
５
月
に
入
っ
て
株
価

が
横
ば
い
傾
向
を
示
す
市
場
が
増
え

て
き
た
こ
と
に
は
要
注
意
だ
ろ
う
。

ま
た
、
４
月
２
日
の
相
互
関
税
の
発

表
直
後
に
多
く
の
マ
ー
ケ
ッ
ト
が
直

前
高
値
か
ら
２
桁
の
下
落
に
見
舞
わ

れ
た
。
そ
の
後
の
発
動
日
に
は
株
価

底
打
ち
と
い
う
投
資
家
心
理
が
働

き
、
株
価
の
戻
り
へ
つ
な
が
っ
た
可

能
性
が
あ
る
。

世
界
の
株
価
は
、
国
別
の
関
税
見

直
し
交
渉
の
結
果
に
影
響
さ
れ
る
展

開
に
な
る
の
で
は
な
か
ろ
う
か
。
特

に
、
他
と
は
異
な
る
内
容
に
な
っ
て

し
ま
っ
た
米
中
の
関
税
問
題
に
つ
い

て
は
両
国
間
の
交
渉
の
動
向
を
注
視

し
て
い
く
必
要
が
あ
ろ
う
。


